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豊橋市スタートアップ創出プログラム参加支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、豊橋市補助金等交付規則（平成７年豊橋市規則第８号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、スタートアップ創出プログラム参加支援補助

金（以下「補助金」という。）の交付について必要な事項を定めるものとする。  

（目的） 

第２条 この補助金は、スタートアップ創出プログラムへ参加する者等に対し、その

参加費の一部を予算の範囲内において補助することにより、本市での新規事業創出

の促進を図り、もって地域に適したスタートアップエコシステムの形成に資するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) スタートアップ創出プログラム  専門家との面談、経営に必要なノウハウや

事業の構築方法等の習得、ビジネスプランの作成等を通じて、革新的な新規事業の

創出を目指すプログラムをいう。 

(２) 市内中小事業者等 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に

規定する中小企業者又は法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第７号に規定する

協同組合等であって、豊橋市内に本店又は支店（個人にあっては住所及び事業所、

団体にあっては事務所）を有するものをいう。 

(３) 市内学生等 豊橋市内の大学、短期大学、専門学校・専修学校、大学院、高

等専門学校及び高等学校のいずれかに在学する者をいう。  

（補助事業者等） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、別表の左

欄に掲げる者とし、補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

同欄に掲げる者の区分に従いそれぞれ同表の中欄に掲げる費用とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げるものは、補助事業者としない。  

(１) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）が役員となっている

団体 

(２) 暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者  
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(３) 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者  

(４) 公序良俗に反する者  

(５) 豊橋市税を滞納している者  

(６) その他市長が適当でないと認めた者  

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象経費の２分の１の額（国、

地方公共団体その他公共的団体から当該補助対象経費について別に助成措置を受け

た場合は、当該補助対象経費から当該助成措置の額を控除した額の２分の１の額）

とする。ただし、スタートアップ創出プログラムの参加者１人につき、15万円を限

度とする。 

２ 前項の補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。  

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、豊橋市スタートアップ創出プログラム

参加支援補助金交付申請書兼実績報告書（様式第１）と別表の左欄に掲げる者の区

分に従い、それぞれ同表の右欄に掲げる必要書類を添えて、スタートアップ創出プ

ログラムを修了した日の属する年度の末日までに市長に提出しなければならない。 

（交付の決定等） 

第７条 規則第５条第２項の規定による交付決定通知及び規則第 11条の規定による交

付額確定通知は、豊橋市スタートアップ創出プログラム参加支援補助金交付決定・

確定通知書（様式第２）によるものとする。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。  

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行し、同日以後にスタートアップ創出プログ

ラムを修了した者について適用する。 

 

 

 

 

 

 

 



‐3‐ 

別表（第４条、第６条関係） 

補助事業者 補助対象経費 

（消費税及び地方消費税

を除く。） 

必要書類 

(１) 豊橋市内に住所を有

する者 

スタートアップ創出プロ

グラムに参加するために

直接必要となる費用（受講

料及びテキスト代をいう。

以下この表において同

じ。） 

(１) 豊橋市内に住所を有

していることを証明する

書類 

(２) 費用の支払を証明す

る書類 

(３) スタートアップ創出

プログラムの概要が分か

る書類 

(４) スタートアップ創出

プログラムにおいて作成

した革新的な新規事業、

アイデア等の内容が分か

る書類 

(５) 豊橋市税の滞納がな

いことを証明する書類 

(６) 振込先口座が分かる  

書類 

(７) その他市長が必要と

認める書類 

(２) 市内中小事業者等 従業員等（当該従業員等が

(１)に掲げる補助対象者

として補助金の交付の申

請を行う場合を除く。）が

スタートアップ創出プロ

グラムに参加するために

直接必要となる費用 

(１) 企業等概要書（様式

第３） 

(２) 費用の支払を証明す

る書類 

(３) スタートアップ創出

プログラムの概要が分か

る書類 

(４) スタートアップ創出

プログラムにおいて作成
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した革新的な新規事業、

アイデア等の内容が分か

る書類 

(５) 豊橋市税の滞納がな

いことを証明する書類 

(６) 振込先口座が分かる  

書類 

(７) その他市長が必要と

認める書類 

(３) 豊橋市外に住所を有

する者であって次のい

ずれかに該当する者 

 ア 市内中小事業者等に

勤務する者 

 イ 市内学生等 

スタートアップ創出プロ

グラム（豊橋市内で開催さ

れるものに限る。）に参加

するために直接必要とな

る費用 

(１) 社員証、学生証等の

市内中小事業者に勤務す

る者又は市内学生等であ

ることを証明する書類 

(２) 費用の支払を証明す

る書類 

(３) スタートアップ創出

プログラムの概要が分か

る書類 

(４) スタートアップ創出

プログラムにおいて作成

した革新的な新規事業、

アイデア等の内容が分か

る書類 

(５) 振込先口座が分かる  

書類 

(６) その他市長が必要と

認める書類 

注 補助金の交付の対象となるスタートアップ創出プログラムの参加回数について

は、参加者１名につき当該年度１回までとする。 

 


